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要 旨  
针对什 么 因 素 会对就业（ 就 是 指 由 大 学 到 企业转移这一 行为） 起 关键性 作 用进行 了调查，结果
表 明 ， 自 身 大 学 的 偏 差值及 学历的 不 同 ， 会 一 定 程 度 上 影 响 就业分 配 机 会 的 不 同 。 具 体 来说， 在现
实社 会 中 ， 就职于 大 型 企业的 工 作 人员大 多 具 有 高 学历或 是 在 高 水 准 大 学 就读过的毕业生 。  
     但 是 ， 只 有 大 学 偏 差值及 学历这两 个 因 素 会 影 响 就业分 配吗？ 其实不 然 ， 关 于 “ 由 大 学 到 企
业转移 ” 的这一 就业来说， 具 有 文 化 因 素 的 大 学 教 育 力 （ Ｆ Ｄ ） 及 学 生 支 援 力 （ Ｓ Ｄ ） 也 会对就业
分 配 起 关键性 作 用 。 本 篇针对此类因 素对就业的 影 响进行 了实践调查及 研 究 分 析 。  
经过实践调查， 分 析结果 表 明 ， 第 一 个 影 响 因 素 ， 大 学 教 育 力 （ Ｆ Ｄ ） ，对提 高 就业率 有 明显
作 用 。  
     如 果 增 加 了专业地 就业培训老师的 数 量 ， 必 然 就 会 增 多 此类公 共课目 的课时安 排 ， 同时实也
会实现授课课目 种类多样化 。例 如 PBL 及职业生 涯规划 等 等课目 也 会 逐渐增 多 。类似 于这样的 大 学
教 育 力 （ Ｆ Ｄ ） 有 助 于 提 高 就业率 。  
第 二 个 影 响 因 素 ， 学 生 支 援 力 （ Ｓ Ｄ ）对就业率 的 提 高 也 有 一 定 的 影 响 力 。  
如 果 学 校 增 加 就业指导人员的 数 量 ，就 会 使 就业指导中 心 的 工 作 人员对就业指导工 作 更 加 地详
细及 耐 心 。 与 此 同时会 增 多 与 企业互动交 流 及 支 援辅导等 等 此类活动。这样的 （ Ｓ Ｄ ） 也 会对提 高
就业率 有 一 定 的 影 响 。  
【 キ ー ワ ー ド 】 大 学 キ ャ リ ア 支 援 、 就 職 率 、 大 学 教 育 力 （ Ｆ Ｄ ） 、 学 生 支 援 力 （ Ｓ Ｄ ）  
 













































75 の学部学生は、民間企業に就職したもののうち 71.4 パーセントが従業員数 5,000 人以
上の大企業に就職しているのに対して、偏差値 37～ 39 の学部学生は 5.7 パーセントしか
このような大企業に就職していないこと、そして大企業就職者の占有率が最も大きいのは、
偏差値 58～ 63 の大学であることを明らかにしている 2。  
それ以外には、先輩・後輩関係（ OB・OG）のネットワークという就職経路に着眼した分
析が実施されている [苅谷他（ 1993）、平沢（ 1995）、浦坂（ 1999）]。それらの研究にお
いては、大企業には当然であるが、大学偏差値・学歴の高い先輩（ OB・ OG）が多いため、
そうした人的ネットワークやリクルーター制度を利用して就職活動を行なった場合 に は 、
後輩となる大学偏差値・学歴の高い学生が有利になるということである。たとえば、苅谷
他によると、 OB・ OG は就職協定のもとで表立っては面会できない早い時期に、おもに出
身大学の後輩と水面下で接触し得る。その際、解禁後の筆記試験や公式面接などでは測り
に く い 学 生 の 志 向 や 能 力 を 把 握 す る 機 能 を 果 た し て い る と 考 え ら れ た こ と を 指 摘 し て い














たもの [堀（ 2007）]、大学のキャリア支援（大学の就職斡旋）の有効性を実証したもの [大
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る と 推 測 し て い る 5。 小 杉 に よ れ ば 、 大 学 は 教 員 を 通 し て 、 採 用 側 の 求 め る コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン 能 力 や 課 題 解 決 能 力 を 育 成 す る こ と が 重 要 で あ る と し て い る 6。 ま た 加 藤 は 、 キ ャ










を減らすうえで効果があるとしている。また、入学偏差値中位以下（偏差値 46～ 56） の
私立大学に限って、同じ分析を し て お り 、こ ち ら も 同 様 に 、就 職 支 援 の 自 己 評 価 と 就 職 ・




















第 ２ 章  仮 説 の提示 と データ セ ット  


















2-2 データと研究の方法  
 本研究の調査対象校は、日本の大学を網羅する「就職に強い大学ランキング（週刊ダイ
ヤモンド・ダイヤモンド社） 8」の 584 大学のデータを使用する。これには、 584 大学そ
れぞれの、「 2010 年度卒業生の就職・進学状況」「学生・教員」「 2011 年度入学者の試
験別内訳」に関する詳細情報が記載されている。週刊ダイヤモンドには、 2009 年 度 の 就
職率が掲載されており、独立変数の時間的先行を考慮し、「就職に強い大学 2014 年度版
（読売新聞社） 9」に掲載されている 546 大学の 2011 年、 2012 年、 2013 年の就職率を用











































従属変数 Y ：就職率  
独立変数 1X ：β 1 学生 100 人あたりの専任教員数  
    2X ：β 2 学生 100 人あたりの専任職員数  
対抗仮説 3X ：β 3 偏差 値  
制御変数 4X ：β 4６年 制学部の有無、 5X ：β 5 私立ダ ミー、 6X ：β 6 留学生 比率  
7X ：β 7 北海 道ダミー、 8X ：β 8 東 北ダミー、 9X ：β 9 中 部ダミー  
10X ：β 10 北陸ダミー、 11X ：β 11 関西ダミー、 12X ：β 12 中国ダミー  
13X ：β 13 四国ダミー、 14X ：β 14 九州・沖縄ダミー  
 
 本研究で従属変数となる就職率とは、ダイヤモンド社および読売新聞社ともに同様の方
法であり、就職決定者÷（卒業者総数引く進学決定者数）×100 で算出している。  
 次に、独立変数に関しては、①学生 100 人あたりの専任教員数、②学生 100 人あたりの
専任職員数、③偏差値（対抗仮説）を用いる。  




い る 。 添 え 字 i は 各 大 学 を 、 0a は 定 数 項 を 、  は 誤 差 項 を 示 し 、 ),0( 2 Ni～ を 満 た す も
のとする。  
 
2-4 仮説に関する変数およびコントロール変数の検討  
まず、従属変数として、就職率を取り上げる理由を３つ述べる。第１に大学全入時代と
指摘されるように、高等学校卒業者のほとんどが大学・短期大学へ進学する状況に あ る 。
第２に、大学への進学が大衆化したことにより、大学生の質低下、学力低下が指摘されて






第１の理由として、まず大学・短大への進学の実態を把握する。 2013（平成 25） 年 の
大学・短期大学の進学率は、 55.1 パーセントであり、大学・短期大学の収容力（入学者
数 /志願者数）は入学者数 67 万 9 千人÷受験者数 74 万人の 91.7 パーセントとなり、志願
者の９割以上が入学可能な状況となっている 10。  
第２に、日本の高等教育はマーチン・トロウが提唱したユニバーサルアクセスの時代を
迎えたこととなる。トロウは、エリート（進学率 15％）、マス（進学率 15～ 50％）、ユ
ニバーサル（進学率 50％以上）へと変化するに従って、｢高等教育の機会」は特権（エリ














































学 部 な ど 学 部 教 育 が ６ 年 制 で あ る 大 学 と 通 常 の ４ 年 制 大 学 の 違 い を コ ン ト ロ ー ル す る た
めである。  
 
第 ３ 章  分 析 結果と 考 察  




表１ .記述統計量  
  度数  最小値 最大値  平均値  標準偏差
2011-2013 年就職率  434 29.500 98.967 79.104 11.699  
学生 100 人あたりの専任教員数  475 1.510 150.998 7.023  9.865  
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学生 100 人あたりの職員数  391 0.331 551.247 10.582 40.493  
偏差値  462 34.198 70.000 45.791 8.280  
留学生比率  463 0.000 72.000 3.064  6.899  
 
ま ず 、 デ ー タ の 特 性 を 把 握 す る た め に 記 述 統 計 量 を 確 認 す る (表 １ )。 従 属 変 数 で あ る
2011 年から 2013 年の就職率の平均値は 79.1%であり、最小値の 29.5%と最大値の 98.9%
と大きく開きがあることがうかがえる。また、学生 100 人あたりの教員数の平均値は 7.0
であり、おおよそ学生 100 人に 7 人の割合で教員が充てられていることが分かる。最小値
は 1.5 であるのに対して、最大値は 151.0 となっており、こちらも大きな差が開いている。
そして、学生 100 人あたりの職員数についても、最小値が 0.3 に対して、最大値が 551
であり、標準偏差も 40.5 と散らばりが大きい。  
 
表２ .各独立変数の相関関係  








 .953** .321** -.047 
 n=391 n=408 n=410 
学生 100 人あたりの
職員数 
  .295** -.059 
  n=343 n=341 
偏差値    -.258** 























 2011-2013 年就職率平均値 
モデル 1 モデル 2 
B S.E. t-value B S.E. t-value
1β学生 100 人あたりの専任教員数 .588*** .130 4.515 ― ― ― 
2β 学生 100 人あたりの専任職員数 ― ―  ―  .117** .052 2.241 
3β 偏差値 .345*** .071 4.850 .335*** .079 4.223 
4β ６年制学部ダミー -3.811** 1.554 -2.452 -3.021* 1.727 -1.750 
5β 私立ダミー -2.487* 1.394 -1.784 -4.724*** 1.450 -3.257 
6β 留学生比率 -.460*** .099 -4.651 -.730*** .225 -3.245 
7β 北海道ダミー 1.354 2.272 .596 .826*** 2.736 .302 
8β 東北ダミー 3.369*** 2.241 1.503 3.420*** 2.397 1.427 
9β 中部ダミー 6.543*** 1.494 4.380 6.686 1.701 3.930 
10β 北陸ダミー 8.996*** 2.422 3.714 10.794*** 2.576 4.190 
11β 関西ダミー -.380 1.328 -.286 .116 1.463 .079 
12β 中国ダミー 5.397** 2.160 2.499 5.186** 2.476 2.094 
13β 四国ダミー 2.452 3.746 .655 2.435 3.871 .629 
14β 九州・沖縄ダミー 1.788 1.678 1.065 2.171 1.843 1.178 
定数 61.014*** 4.159 14.669 65.355*** 4.660 14.026 
n 302 261 
F 15.090*** 11.381*** 
R2 .404 .374 
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Adj-R2 .378 .341 
(注)***: p<.01, **: p<.05, *: p<.10, VIF は 2 以下であり、多重共線性は発生していないこ
とを確認している。 
 



























（説明会）、業界説明会、業界・企業分析説明会、 OB・ OG 懇談会、内定者による支援、
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互いに連携し、協働していくことで大学の価値を高めていくことが大切である。例 え ば 、
早稲田大学では、「教員と職員の役割の明確化と諸制度改革 20」を明文化することを中長
期計画で明らかにしている。  
そ れ で は 偏 差 値 以 外 の 影 響 で 有 意 な 結 果 と な っ た 大 学 教 育 力 と 大 学 の 学 生 支 援 力 に つ
いて考察する。大企業や上場企業から内定を獲得すること、就職することは、どの大学に














加価値日本一の大学であると言及している 21。同大学は、 2009 年３月の就職率 99.5 パー
セント、就職者の内、上場企業・大企業・公務員は、68.9 パーセントである 22。金沢工業
大学の偏差値は、本稿で採用した 2012 年データによれば 40 である。  
次に大学の学生支援力を実証する大学として金沢星稜大学がある。堀口によれば、2003
年の就職率は 66 パーセントで、そのうち上場企業の内定率は、 0.9 パーセントだった。
だが 2009 年の就職率は 81 パ ーセントで、上場企業の内定率は、 39 パーセントであり、
就職の質は劇的に向上していると指摘する 23。金沢星稜大学の偏差値は、本稿で採用した















大学卒業後の 40 年 間以上にもおよぶ厳しい社会へ送り出すことが、大学の価値そのもの
を高めるのではなかろうか。  
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